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1．は じめ に

　2011 年 2 月 の 第 8 回天気予報研究会に お い て は 、

「豪雨や雷雨予測の ための 試み」 として 、降水や雷の

ナ ウキャ ス トを利活用する際の着意事項等に つ い て報

告した 。 続 い て 2011年の 気象学会秋季大会で は、ス ペ

シ ャル セ ッ シ ョ ン に お い て 「気象情報の提供タイ ミン

グ」 を気象予報との 関連を踏まえて報告した。

　 さらに 2012 年の気象学会春季大会に おい て は 、本

題にお い て 「気象情報を適時適切に利活用するための

方法」等に っ い て話題提供を実施した。

　本報告に おい て は、さらに話を具体的に進めるべ く、

気象情報 の 活用やそ の 際に必要 となる気象予報士の果

たす役割などにつ い て議論したい 。

2．予測情報 （予報など〉の 提供状況

　　気象庁 の 発表す る 「竜巻 」、「雷 （か みなり）」、「大

雨」等に 関するナ ウキ ャ ス ト情報などを利用 し、適時

適切な警報等を発す るこ とに より、各種災害を未然に

防止 できる態勢が整備 され つ つ ある。

　 しか し、情報を発する側とその情報を利用する側 と

の間に 、 意思疎通が い つ も良くで きて い るとは言 い 難

い の が現状で あ る。

　こ こで は、情報を発信する側 と、情報を受ける側 と

の間にある様々 なギャ ッ プ、それ らをどの よ うにして

埋 めて い く必要があ るか等に つ い て議論する必要 が あ

ろ う。

　
一

般 の 自治体や個人の レベ ル で は、提供される予報

や予測情報の 解釈に大きな差が あるように思われ るか

らである。

3 ，事例 によ る検証等

　2009 年夏の 兵庫県佐用町 の豪雨災害、2010 年夏の

岐阜県多治見市他 の 豪雨災害、同年夏の岡山県日本原

駐屯地 （陸上 自衛隊）の落雷災害な どは、い わ ゆる 「ゲ

リラ豪雨」に よ る もの と思われる。さらに 2011年初か

らの 日本列島へ の 寒波襲来に よ る大雪等の 被害などに

つ い て も、記憶に新 しい 事例で ある。

　2011年 7 月末に発生 した 「新潟 ・福島の豪雨災害」

は、奇 し くもそ の 7 年前の 2004 年 7月 に 同 地域で 発

生 した豪雨災害 と極 めて似た現象で あっ た。

　報道等によると、今回 の豪雨災害に至 る直前に、新

潟県三条市で は、

1 ）自治体 （消防等）か ら早 め の避難の 呼びかけがあ

　　っ た 。

2） 町内会等 の組織 で の 日頃か らの 防災対策が とられ

　　ており、自治会長等の 呼びかけや巡回による、地

　　域ごとの きめ細やかな避難が可能となっ てい た。

　以上 の 対応は 、7 年前の 豪雨災害か らの 教訓を地域

が 防災対策に活か し得た結果であると思われ る。

　これらの こ とは、2012 年 の 気象白書 （「気象業務は

い ま」）にも同様 の 内容 が紹介され て い る。 そ こ には 、

人的被害が前回に比 して格段 に少な くなっ た こ とが記

述されて い る。

4 ．これか らの課題等

　2010年の 「千葉県大原落雷事故」例などは、雷注意

報は発表 され て い たもの の
、 現地は曇 り空 、 小雨 、 雷

鳴等もなか っ た よ うに報 じ られてい る。前述の 雷ナ ウ

キ ャ ス トの 慱報も上 手 くい か されな か っ たの で は と、

少々 残念である。

　 「落雷か ら身を守るには」 とい う内容は、気象庁発

行 の 雷ナ ウキャ ス ト他の 普及 パ ン フ にもあり、そ の 内

容等は 「日本大気電気学会 」 が監修をさせ て頂い た。

それに とどまらず、学会員等を広 く動員して の 全国各

地 へ の 普及教育活動も継続中で あ る。

　 しか し 、 学会員等の活動に は 限界があり、また 、地

域 による受 け入れ態勢などの 温度差や会員の 有無に よ

る普及活動そ の もの の 達成の 困難さ等が見 られ るの も

事実 で ある。

　 こ の あた りの 解決策と して 、日本気象学会や 日本気

象予報士会の活用が益々 望ま れるの で はない か と考え

られる 。 地元 の気象の ご意見番的な活躍、青少年等 へ

の 知識の 普及教育の 促進等、い ろい ろと活動域を広 げ

る こ とが 必要 で あろう。

　また、地方自治体等 で は、気象予報士や防災士 の活

用につ い て、こ の 際、もう
一

度真剣 に考 えて 頂き、我 々

の よ うな国家機関の 気象従事者等と、地方との橋渡 し

的な役割を担えるよ うな仕組み作 りも、これか らの時

代 に は 必 要 で は ない か と思 う。
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